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はじめに 

 

当ガイドは、中小企業診断士や税理士、公認会計士、弁理士、弁護士などの専門家、商

工会議所・商工会等の経営指導員、中小企業を直接支援しているコンサルタント等（以下、

支援者と記載）が、それぞれの立場から中小企業の知的資産経営報告書作成を支援する際

に、その一助とすることを目的としたものである。 

 

本編で記載した通り、知的資産経営報告書は、本来それぞれの企業の強みを効果的に活

用し、表現するためのツールであり、その訴求ポイントも各社によって異なることから、

支援方法は対象企業によって柔軟に対応すべきものである。ただ、基本的には「作成支援」

と「検証支援」といった２つの役割が求められると考えられる。両支援について留意点を

述べたい。   
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第１章 支援者の役割について   

 

１．作成支援について 

「作成支援」とは、企業が報告書を作成するにあたり、社内では足りないリソースを補

うことを指す。具体的には、各種専門知識の伝授による支援や進捗管理などノウハウ的な

部分が多いが、中小企業の場合、限られた人材での作成を余儀なくされることから、実際

の作成についての支援も求められる可能性がある。 

そこで、支援者が作成する場合と企業が自社内で作成する場合に分けて留意点を記載す

る。 

 

 １）支援者が作成する場合    

コミュニケーションツールとしてだけでなく、自社の経営に役立てるためのマネジメン

トツールとして活用していく意味でも、本来は企業自らが作成することが望ましい。しか

し中小企業では、マンパワーの関係上支援者が作成せざるを得ない場合もある。 

また、特に経営理念や経営方針、戦略などについては、経営者の頭の中にはあったとし

ても、本人達だけでは明文化することが難しい場合もある。 

支援者としては、自身の知識に基づいた理念や方針を提示したくなる場合もあるが、あ

くまで支援の姿勢を重視したヒアリングを実施したり、箇条書きでも良いので、まず経営

者に書かせたり、経営者の主体性を念頭に置くことが重要である。 

 

２）対象企業が作成する場合   

必要なタイミングで適切なノウハウや分析ツールを提供することはもちろん重要である

が、分析のための材料となる企業の情報を如何にして集め、整理するかといった視点から、

幅広い情報を得る意味でもプロジェクト編成について留意したい。 

まず、全社的取り組みであることを意識づける意味でも経営者の積極的な関与が必要で

あり、経営者が関与しやすいように導くことが必要である。またプロジェクト自体の推進

役であるプロジェクトリーダーや、各部門から偏りの無い情報を収集し、作成業務を進め

ていくプロジェクトメンバーの選定も重要であるため、支援者は部門横断的な人選を促す

よう心がけたい。 

加えて、効率性やプロジェクトメンバーのモチベーションを考慮すると、想定作業フロ

ーを提示した上でのスケジュール管理も支援者の役割であろう。 

 

支援者が作成する場合、対象企業が作成する場合のどちらにおいても、今まで知的資産

経営報告書を作成したことの無い企業に対しては、参加するプロジェクトメンバーに成果

物イメージを持たせておきたい。 

別添するモデル企業４社以外にも経済産業省のホームページにて既に開示されている知

的資産経営報告書が掲載されているので参照してほしい。 

http://www.meti.go.jp/policy/intellectual_assets/index.htm 
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・経営者ヒアリング、
・キックオフミーティン
グ（知的資産認識、開
示の必要性共有化）

•開示対象、開示方針決定

•役割分担決定

•企業概要・実績まとめ

・ＳＷＯＴ分析
①外部環境分析：
（機会・脅威）
（マクロ、ミクロ）
②内部環境分析
（強み・弱み）

・知的資産の棚卸

•現在活用中の指標を確認
（ガイドライン等利用）

•価値創造ストーリー作成
（整理）
①過去～現在
②現在～将来

・裏づけ指標・図・写真
などの選定、チェック

・準備した各項目文章の
検証

・報告書の校正

Ⅰ準備
（１回）

Ⅱ分析
（３回）

Ⅲ作成
（２回）

Ⅳ検証
（１回）

ス
テ
ッ
プ

概

要

【想定する作成支援フローと各概要】

Ⅴ開示支援
（－）

• 検証
① PJメンバーによる検証
② 専門家による検証
③ 第三者による検証

• 承認
①経営者による検証
②経営者によるサイン

※PJメンバーへの報告会

・企業概要

・業績、投資実績
まとめ

・企業理念等記述

・業界・同業他社情報
の収集

企
業
側
作
成
物

・ＳＷＯＴシート作成
（強み・弱み・機会・
脅威の記述）
・業界・同業他社情報
の収集
・顧客ヒアリング
・社内情報の収集（社
内ヒアリング）

・事業計画ドラフト
作成

（含方針・戦略）
・裏付け指標・図・
写真等を準備

・各項目文章のドラ
フト作成、チェッ
ク

・経営者あいさつ作成

・開示方法・スケ
ジュールの検討

・次年度の改善ポイン
ト作成

・次年度作成スジュー
ル検討

• 開示
①開示方法・スケジュー
ル決定

②配布、プレス発表

• フォロー
①問い合わせへの対応協
議
②問い合わせ内容の整理
（社内フィードバック）

  

３）作業フローについて 

今回、モデル企業４社の実施例を基に、作業フロー例を作成した。 

なお、下のフロー図はあくまで標準フロー例で、報告書の内容、開示目的や開示対象、

プロジェクト体制及び支援体制などにより異なってくる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

なお、企業側作成物は、各回の進行を効率的にするために、当該企業のプロジェクトメ

ンバーに支援実施前又は後に作成させるものである。また、一部メンバーに作業が偏らな

いよう事前に役割分担を決めておくことが望ましい。 
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【役割分担シート例】 

 

目次案 情報収集・ドラフト作成者 メモ 

表紙：知的資産経営報告書   

１-① 社長あいさつ    

１-② 経営哲学   

１-③ 事業概要   

 （１）沿革   

 （２）事業内容   

１-④ 市場環境   

２ これまでの事業展開   

① 過去の経営方針・経営戦略   

② 事業実績   

③ 投資実績   

３ 自社の強み（知的資産）   

① 自社の強み   

＜知的資産指標＞   

② 自社の強み   

＜知的資産指標＞   

③ 自社の強み   

＜知的資産指標＞   

４ これからの事業展開   

① 今後の経営方針・経営戦略   

② 事業実績（数値目標）   

③ 実行計画   

５ 会社概要   

６ あとがき    
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２．検証支援について  

 「検証支援」とは、第三者の視点から指標を含めた開示情報のチェックを行うことであ

る。専門家としての視点と同時に、開示対象者から見た視点を意識して、下記の検証スタ

ンス及びポイントを踏まえて検証を行いたい。  

 

１）検証にあたって 

 作成時に社内で収集しうる全ての情報を集めることができたとしても、自社から見た視

点だけで記載すると不十分な開示情報となる。特にコミュニケーションツールとして活用

する場合、「自社を良く見せたい」という部分のみに重点を置くと、客観性が損なわれる危

険性がある。裏づけ指標の選定も含め、専門知識を持った第三者の視点で検証を実施する

ことが必要である。「ジョハリの窓」6のフレームを用いて、開示情報の検証の視点について

分類してみたい。 

 

Ⅰ．開放の窓：作成企業、支援者双方が知っている情報（含むデータ）については、各々

が持つ情報の整合性を検証すると共に、いかにして正確にかつ分かりやすく開示対象者に

見せるかを検討する。 

 

Ⅱ．盲点の窓：作成企業は知らな

いが、専門家である支援者が持つ情

報については、その情報を作成企業

に提供し、開示の有効性などを検討

する。 

 

Ⅲ．秘密の窓：作成企業が知って

いるものの、支援者が知らない情報、

例えば、業界やその企業特有の情報

については、支援者は「知らないも

のに理解させる」といった視点から、

支援者自身が分るような情報開示

を促すと共に、信頼性（客観性）についても検証する。 

 

Ⅳ．未知の窓：作成企業、支援者とも知らない情報は、取れない情報（分りにくい情報）

なので、他のステークホルダーにヒアリングを実施するなど第三者からの意見を取り入れ、

検証する。また同カテゴリーは開示に向かない情報の場合も多いので慎重に検討する。 

 

 

 

 

                                                  
6 心理学者ジョセフ・ルフト（Ｊｏｓｅｐｈ Ｌｕｆｔ）とハリー・インガム（Ｈａｒｒｙ Ｉｎｇｈａ
ｍ）が考案した「対人関係における気づきのグラフモデル」 

未知の窓

（ｕｎｋｎｏｗｎ ｓｅｌｆ）

Ⅳ

秘密の窓

（ｈｉｄｄｅｎ ｓｅｌｆ）

Ⅲ

支
援
者
が
知
ら
な
い
情
報

盲点の窓

（ｂｌｉｎｄ ｓｅｌｆ）

Ⅱ

開放の窓

（ｏｐｅｎ ｓｅｌｆ）

Ⅰ

支
援
者
が
知
っ
て
い
る
情
報

作成企業が知らない情報作成企業が知っている情報

未知の窓

（ｕｎｋｎｏｗｎ ｓｅｌｆ）

Ⅳ

秘密の窓

（ｈｉｄｄｅｎ ｓｅｌｆ）

Ⅲ

支
援
者
が
知
ら
な
い
情
報

盲点の窓

（ｂｌｉｎｄ ｓｅｌｆ）

Ⅱ

開放の窓

（ｏｐｅｎ ｓｅｌｆ）

Ⅰ

支
援
者
が
知
っ
て
い
る
情
報

作成企業が知らない情報作成企業が知っている情報

【ジョハリの窓（Johari’s Window）を用いた検証フレーム】
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 ２）検証のポイント 

 

主な検証ポイントについて、４つの観点から例示する。 

 

 首尾一貫性（全体的な内容にズレが無いかどうかの視点） 
 

 経営哲学、価値創造のストーリー、過去および今後の経営方針・経営戦略が全体を通
して首尾一貫しているか。 

 

 整合性（各情報間で整合が取れているか、因果関係が読み取れるかどうかの視点） 
 

 市場環境とそれにより認識された強み・弱みが整合しているか。 
 これまでの事業展開とそれにより生み出された知的資産とが整合しているか。 
 認識された知的資産と裏づけとなる指標とが整合しているか。 
 これからの事業展開（経営計画）は認識された知的資産と整合したものか。 
 他の開示情報と矛盾は無いか。 

 

 網羅性（伝えたい内容・伝えるべき内容が網羅的に記述できているかの視点） 
 

 会社を取り巻く市場環境を網羅的に抽出しているか。 
 これまでの事業展開を網羅的に記述しているか。 
 これまでの事業展開から生み出された知的資産を網羅的に記述しているか。 
 知的資産の指標を網羅的に検討しているか。 

 

 信頼性（分析及び報告内容が事実に基づくものであるかどうかの視点） 
 

 認識された市場環境（外部環境）が実際の市場環境を反映したものであるか。 
 これまでの事業展開は事実に即したものか。 
 事業実績、事業計画上の数値は、実際の財務数値や事業計画上の数値に基づくものか。 
 知的資産の指標は客観的な会社の財務・非財務の数値等に基づいたものか。 
 

 

ほか 
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第２章 作成ガイド 

 

１．開示対象と開示目的 

知的資産経営報告書を作成する目的は、 

１）企業が将来に向けて持続的に利益を生み、企業価値を向上させるための活動を経営

者がステークホルダーにわかりやすいストーリーで伝え、 

２）企業とステークホルダーとの間での認識を共通することにある。7 

 

 ステークホルダーの側からみると、限られた情報の中で当該企業を判断する必要がある

ため、知的資産経営報告書による非財務情報を含んだ情報の開示は、両者間の共通認識を

持たせるコミュニケーションツールとして非常に有意義なものとなる。ただ一方で、多く

の中小企業では上場企業が行っているようなディスクロージャー体制が確立されていない

こともあり、財務情報を含め自社の経営実態について開示することに慣れておらず、社内

情報を体系的に収集する体制が整っていない場合が多い。 

 支援者は上記を踏まえ、開示体制の構築を進めるべきであるが、重要なのは誰に対して

（開示対象）、何のために（開示目的）、どんな情報を伝えるかを決定し、常に確認するこ

とである。 

特に中小企業では限られた人数で作成作業を行うことから、効率的な運営は重要なポイ

ントとなる。作成フェーズにおいては必要となる情報の優先順位付けに役立つほか、検証

フェーズではリスクマネジメントの観点から、営業秘密に関連する情報の漏洩防止に繋が

るため、まず対象と目的を明文化することは大切である。 

下図のようなステートメント（宣言）シートを最初に記述し、作成、検証時に振り返る

ことで、ぶれのない作成を行うことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
7 経済産業省（２００６）『知的資産経営の開示ガイドライン』ｐ３ 

決定した開示

対象に対し、

「何を伝えた

いか」を明確

かつ端的に記

載する。 

開示すること

により起こる

デメリットを

作成前に想定

できる範囲で

記載する。 

 

（Ｑ２、Ｑ３より） 今回の知的資産経営報告書は 

 

 

                                     

 

 

に対して、 

                                    

 

 

 

を伝えることを目指して作成します。 

 

※開示目的についてはＱ２（自社の伝えたいこと）とＱ３（開示対象先が知りたいこと）についても、記

載してください。 

（開示目的） 

（開示対象先） 

株主、金融機

関、仕入先（協

力業者）、得意

先、従業員、

入社希望者な

ど具体的に想

定できるステ

ークホルダー

を提示し、最

も伝えたい先

を決定する。 
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２． 全体像 

１）経営哲学シート 

経営哲学は、経営者が経営判断を行う際に立ち返るべき基本であるため、マネジメント

ツールとしては明文化することで羅針盤的役割を担うほか、コミュニケーションツールと

しても、ステークホルダーにとって企業行動の予見性を高めるものとなる。経営哲学シー

トは、経営者が日頃持っている経営の根本となる考え方、方針、目標を明文化して、わか

り易く示すことを目的としている。 

 中小企業においても哲学や方針、企業で活動の基準となる規範は存在するが、多くの場

合、明文化されておらず社長の頭の中にだけあり、報告書作成時にいきなり記載すること

が難しいことも予想される。支援者はその企業の状況に応じて、臨機応変に作成を支援し

ていきたい。 

例えば、知的資産経営報告の先進国

であるデンマークの指針では、いきな

り経営理念（哲学）から入るのではな

く、具体的行動計画→経営課題→知的

資産経営理念という手順で分析し、そ

の後、知的資産経営の理念→経営課題

→具体的行動計画の順で整合性の確認

を行わせる。さらに、この作業を数回

繰り返しつつ、確定していくことを推

奨している。検証しやすさを考慮して

も、このように行動計画から落とし込む方法もあるだろう。8また検証支援に於いては、哲

学（理念）や方針、戦略と具体的行動計画が整合的かどうかに重点を置いたチェックが必

要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
8 近畿経済産業局（２００６）『中小・ベンチャー企業の知的資産経営と戦略的情報開示』ｐ７７ 

どんな行動計画を
持っているか

行動計画をどの様に
結びつけるか

なぜ行動計画が
重要か

どんな使用価値を
作りたいか

そのために何を
すべきか

どの様に行う
べきか

知的資産経営
の
理念

経営課題①

経営課題②

経営課題③

経営課題④

経営課題⑤

具体的行動計画①

具体的行動計画②

具体的行動計画③

具体的行動計画④

具体的行動計画⑤

Ｓｔａｒｔ

近畿経済産業局『中小・ベンチャー企業の知的資産経営と戦略的情報開示』ｐ７７より

会社運営に当た

っての経営者の

根本となる考え

方、方針が記載

されているか。 

日頃の事業運営

で常に心がけて

いること（行動

規範）が記載さ

れているか。 

経営者が、自社

の哲学を、誰に

対して、どの程

度（どういう手

段で）伝えてい

るか。また、今

後伝えようとし

ているか。 

これまでの事業

展開で、哲学は

実践されてきた

か。もしされて

なければ、今後

の事業展開でど

の様に実践する

か。 

 

 

《経営哲学シート》 

 

（社名：                   ） は 

 

 

 

 

                           

 

を実現するために、 

 

 

 

 

 

                               

 

   を実践します。 

 

 

また、そのビジョン、行動規範を浸透化させるために、どのような方法で、どの位の 

頻度で伝えていきますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※知的資産経営報告書の具体的な開示手段などを既に想定している場合は、その方法なども記載して 

ください。 

 

 

（Ｑ１：経営理念） 

 

 

 

（Ｑ２：行動規範） 

 

 

 

 

（Ｑ３・Ｑ４：浸透化の方法） 
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２)事業概要(事業の性格)シート 

事業概要シートは、現在行っている事業（取り扱っている製品、商品、サービス等を含

む）とその特長をステークホルダーにわかり易く伝えることを目的としたものである。 

重要なのは、同業他社が行っている事業と比較してどの様な特長（差別化のポイント）

を持っており、その結果どんな価値を提供しているかという点と、社内の事業の中でどの

様なポジションを占めているかといった点を明らかにすることである。 

 

まず前者については、各事業の主た 

る販売先対象先を明示させた上で、４

Ｐ（製品、価格、商流、販促）などの

フレームを提示しその特長を明らかに

することである。 

具体的に特長が出てこない場合は、

実際に営業上競合関係にある企業数社

の特長を、左図のようなシートに記入

させ、それと比較させながら、ヒアリ

ングすると、企業は自社の特長をイメ

ージし易い。 

後者については、主たる事業の売上構成や各資源の投入状況なども記載したい。加えて、

製造（販売）を開始した時期や、一定期間の売上推移なども合せて記載すると、どのよう

にして現在の事業構成に至ったかもステークホルダーに伝えることができる。 

支援者として重視すべきポイントはわかり易さと客観性である。わかり易さについては、

写真や工程図などを利用して、具体的な製品・サービスや業務フローを可視化する。また、

客観性については他社との比較データ（例えば製品なら性能データ）など、裏づけとなる

指標等がある場合は、開示による影響も踏まえながら、掲載を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社主力商品と競合となる商品××は●●円～●●円で販売
しており、市場平均に比べ高値の設定。値引きなしを原則と
した強気のプライシング。

Price
（価格）

年一回全国に向けて、●●などの特典をつけて、他社との差
別化を図っている。また、メーカーと協賛して小売店でのイ
ベントなども積極的に開催している。

Promotion
（販売促進）

営業拠点は東京、名古屋、大阪の3拠点で、本社所在地が大
阪市内にあるため、多くの営業マンが在籍しており、同業他
社に比べ近畿以西の地域に顧客数が多い。また北海道・東北
地区については、代理店経由での販売も行っている。

Place
（チャネル・流通）

取り扱いブランドは☆☆。一部愛用者に指示されるような嗜
好性の強い商材を多く取り扱ってことから、リピーターが多
い。

Product
（製品サービス）

●所在地
大阪府・・・

●代表
□□□（ 才）

●従業員数
□□ 名

●拠点数
□□ケ所

●他の事業
①・・・・
②・・・・

●年商
□□億円

●創業
□年□月

特 徴項 目Ａ 社
概 要

当社主力商品と競合となる商品××は●●円～●●円で販売
しており、市場平均に比べ高値の設定。値引きなしを原則と
した強気のプライシング。

Price
（価格）

年一回全国に向けて、●●などの特典をつけて、他社との差
別化を図っている。また、メーカーと協賛して小売店でのイ
ベントなども積極的に開催している。

Promotion
（販売促進）

営業拠点は東京、名古屋、大阪の3拠点で、本社所在地が大
阪市内にあるため、多くの営業マンが在籍しており、同業他
社に比べ近畿以西の地域に顧客数が多い。また北海道・東北
地区については、代理店経由での販売も行っている。

Place
（チャネル・流通）

取り扱いブランドは☆☆。一部愛用者に指示されるような嗜
好性の強い商材を多く取り扱ってことから、リピーターが多
い。

Product
（製品サービス）

●所在地
大阪府・・・

●代表
□□□（ 才）

●従業員数
□□ 名

●拠点数
□□ケ所

●他の事業
①・・・・
②・・・・

●年商
□□億円

●創業
□年□月

特 徴項 目Ａ 社
概 要

【競合分析シート記載例：卸売業の場合】

Ａ社の特長（成功要因）を一言でいうと・・・

どんな事業（製

品、商品、サー

ビス）を誰に対

して提供し、現

在、全売上の何

割を占める柱に

なっているか

を、数字で記載。

主な事業（製品、

商品、サービス）

が、他社と比べ

どんな特長を持

っているかを、

データ等を用い

客観的に記載。

特長を維持して

いくために行っ

てきた（今後行

っていく）具体

的な計画（各資

源の投資計画含

む）などを記載。

事業内容とその

特長をわかり易

く伝えるため

に、写真や図、

データ等を活

用。（整合性のチ

ェック） 

 

《事業概要（事業の性格）シート》 

１）当社の主たる事業は 

 

 

 

 

  

※複数事業（製品・サービス）を行っている場合は、Ｑ１で記載した様に各事業について記載、単一事

業の割合が大きい場合は、Ｑ３で記載した様に、過去の変遷を記載しても良い。 

 

２）当社の事業（製品／商品／サービス）の特長として、 

 

 

 

                              

 

 

 

 

 が挙げられます。 

３）なお、２）の特長を維持していくために、 

 

 

 

 

 

 

 

 

といったことに注力しています（仕組みを構築しています）。 

 

（Ｑ１又はＱ３：主業と位置づけ） 

（                              ）で、 

主として（          ）を主要顧客としています。 

また、同事業は全売上高の（          ）％を占めています。 

（Ｑ１：事業の特長） 

（①       ）事業（製品／商品／サービス）では 

〔                                    〕

 

（②       ）事業（製品／商品／サービス）では 

〔                                    〕

 

（Ｑ２・Ｑ４：施策と仕組み） 

（①       ）事業（製品／商品／サービス）では 

〔                                    〕

 

（②       ）事業（製品／商品／サービス）では 

〔                                    〕
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３）市場環境シート（外部環境シート） 

市場環境シートは、ＳＷＯＴ分析の機会・脅威分析を用いて記載するのが一般的である

が、ステークホルダーによって記載する目的や内容が異なるため、留意が必要である。 

まず、金融機関や株主、入社希望者など業界に対する見識が少ない場合は、業界情報を

伝える目的がある。一方、仕入先、取引先、従業

員等ある程度の情報を持つ対象者に対しては、業

界情報を伝える目的の他、自社が業界情報をどれ

だけ持ち、どの様に市場を見ているかといったこ

とを伝える目的もある。特に脅威分析については、

将来の不確実性を把握した計画を立てる意味で

も５Force（競合他社、仕入先、顧客、新規参入、

代替品）など多角的視点から外部環境を捉えたい。 

  

また、情報の入手方法も複数の経路から取るよ

うに心がけるべきである。前記した「ジョハリの窓を用いた検証フレーム」でみると、以

下のようになる。 

Ⅰ．開放の窓：支援者及びＰＪメンバー内での収集、検証。 

Ⅱ．盲点の窓：支援者からの積極的な情報提供とＰＪメンバーでの検討、検証。 

Ⅲ．秘密の窓：ＰＪメンバー及び社員に対するヒアリング。 

Ⅳ．未知の窓：顧客、協力企業、仕入先等ステークホルダーへのヒアリング。 

 

中小企業では限られた人員での活動を余儀なくされるため情報が偏りがちである。支援

者は分析フレームの提示、使い方のレクチャーだけでなく、情報の入手方法にも留意する

と共に、集まった情報の客観性確認等、検証支援も重要になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業界についての

ビジネスチャン

スやリスクにつ

いても、自社内だ

けの情報で判断

するのではなく、

官公庁や業界団

体、民間研究機

関・調査会社など

の情報も入手し、

客観性を担保す

る。 

①業界内の
競合他社

①業界内の
競合他社

③顧客の
交渉力

③顧客の
交渉力

Ｍ・ポーター『競争の戦略』に基づき作成

【５Ｆｏｒｃｅの概念図】

競合先の強さ
売り手の交渉力 買い手の交渉力

代替品の脅威

新規参入の脅威

⑤代替品
新サービス

⑤代替品
新サービス

④新規参入
業者

④新規参入
業者

②仕入先の
交渉力

②仕入先の
交渉力

 

《市場環境（外部環境）シート》 

 

当社は 

 

 

 

 

                           

 

 

又は、 

 

 

 

 

 

 

 

 当業界は現在、 

 

 

 

                              

 

 

 

その中にあって当社は、 

 

（Ｑ１：業界） 

〔                  〕業界に属しています。 

（Ｑ２：業界規模とシェア） 

同業界は、（     ）億円の市場規模を持つ（     調べ）とされ、その中で

当社のシェアは、（    ）％です。（    年    月現在） 

 

（Ｑ３：機会） 

（                                    ）

というビジネスチャンスがあり、市場拡大が予想されます。一方、 

（Ｑ４：脅威） 

（                                    ）

という環境下にあり、その対応策が迫られています。 

 

（Ｑ１：業界） 

〔                  〕業界に属しています。 

（Ｑ２：業界規模とシェア） 

同業界には、（     年    月時点）で、全国（    都道府県・地方）に、

（     ）社の企業があると言われています（     調べ）が、弊社は創業

（     ）年の（老舗・中堅・ベンチャー）企業に位置します。 

 

（Ｑ５：機会） 

（                                    ）

という機会に恵まれていますが、 

（Ｑ６：脅威） 

（                                    ）

という面で競争が熾烈化し（市場縮小を余儀なくされ）、今後対応策をとる所存です。

 

 

外部環境分析は

マクロ（国・社

会・業界など）と

ミクロ（自社な

ど）の両方の視点

で検討。 

自社の属する業

界の市場規模（国

内又は地域内）と

シェアを記載。複

数年のデータが

入手できるなら、

推移をグラフな

どにして記載。 
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３． これまでの事業展開（過去～現在） 

これまでの事業展開シートは、過去から現在までの間で、企業がどの様な方針、戦略に

基づいて事業展開を行い、その結果、どのような成果、財務実績を出し、また知的資産を

蓄積してきたか、ステークホルダーに伝えることを目的としている。 

 

当シートは、まず「取り巻く環境」、「方針・戦略」、「具体的

取り組み・投資」を問い、結果生み出された財務的成果を記載

する構造になっている。作成に際しては前掲した３つのシート

の内容を踏まえながら落とし込むと効率的である。 

 

また、ストーリーを効果的に伝えるフレームは企業ごとで異

なるが、作成支援に当たっては、右図の様なシートに基づいて、

企業の沿革に沿ってヒアリングを行っていくと、過去から現在

までの推移を時系列で整理することができる。 

 

 これまでの事業展開を整理することは、ス

テークホルダーに自社の存立基盤を示すと

共に、これからの展開に説得力を増す材料に

もなる。加えて、マネジメントツールとして

自社のこれまでの経営方針、戦略、取り組み

を検証することにも繋がるため、支援者はツ

ールの提示、ノウハウの提供を行っていくと

共に、客観的視点を持って整理を支援、検証

を行っていくことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●●年●●月

●●年●●月

●●年●●月

●●年●●月

●●年●●月

生み出された

知的資産

結果

（成果）

取り組み

（出来事）
沿革

●●年●●月

●●年●●月

●●年●●月

●●年●●月

●●年●●月

生み出された

知的資産

結果

（成果）

取り組み

（出来事）
沿革

【時系列整理シート例】

【価値創造のストーリー構成（過去～現在）】

顧客・市場ニーズの変化

実施した取り組み・投資

業績
（財務数値）

蓄積された
知的資産

経営方針・戦略

（具体的対応策として）

（ニーズに対応するため）

「戦略・方針」、「具

体的取り組み・投

資」とその結果と

して生み出された

「成果」について

整合性あるように

記載。 

 

（検証支援とし

て、因果関係につ

いてチェックす

る。） 

取り組みや投資の

結果、どのような

業績を残したかを

記載。（数値は直近

数期分の記載でも

構わないが、過去

に遡って記載でき

ると更に良い。 

成功した取り組

みだけでなく、中

止した取り組み

についても、その

要因と合わせて

記載できると更

に良い。 

 

《過去～現在（これまでの事業展開）シート》 

（Ｑ１～４：過去～現在の棚卸）当社はこれまで以下のような戦略・方針を立て、投資を

行なった結果、次の様な成果を出しています。（又は「仕組みを構築しています。」など） 

  

期間 戦略・方針 投資 

（内容・金額） 

成果 

（主に非財務） 

創業期 

（  年～ 年） 

 

 

 

 

  

成長期 

（  年～ 年） 

 

 

 

 

  

成熟期 

（  年～ 年） 

 

 

 

 

  

 

（Ｑ５～６：不採算事業の見直し）現在の主力事業のほか、過去には（         ）

事業などにも取り組んでまいりましたが、（    ）年に（           ）

の視点から、事業を中止し、現業に経営資源を集中しております。 

 

（Ｑ７：財務実績）この様な戦略、方針の下、事業を展開し、投資を行った結果、近年は

下記のような実績を残しております。（Ｑ７を転記）  

                   

（単位：円 ・ 千円 ・ 百万円） 

 ３年前 

（Ｈ  年  月期）

２年前 

（Ｈ  年  月期）

直近 

（Ｈ  年  月期）

① 売上高    

②経常利益    

③ ②÷①（％）    

④ 総資産    

⑤ 純資産    

⑥ ⑤÷⑥（％）    
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４． 自社の強み（蓄積された知的資産） 

自社の強みシートは、過去から現在までの間で蓄積された知的資産を明文化し、ステー

クホルダーに伝えることを目的としている。 

 

つまり、蓄積された知的資産の棚卸しを実施する。

ＳＷＯＴ分析の強み・弱み（内部環境分析）のフレ

ームを用いてまとめる。なお、知的資産という観点

からは「人的資産、関係資産、組織資産」などのフ

レームでまとめることを推奨したいが、分りやすさ

の観点から、例えば右図のような経営能力といった

視点から記載しても良い。 

また現在までの間にどの様な強みが蓄積され、課

題が残っているかを成長要因、安定要因、停滞要因

という形でまとめるとこれからの事業展開を考える

にあたり有効である。 

 検証に当たってはＲＢＶ理論9のＶ

ＲＩＯフレームワークなどが参考にな

るだろう。 

また、強みの管理（指標の設定など）

については、バランス・スコアカード

が有効であるが、同ツールの活用方法

については参考文献を別掲し、当ペー

ジでの説明は割愛する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
9ＲＢＶ（リソース・ベースト・ビュー）理論：Ｊ・Ｂ・バーニーが提唱した理論。詳しくは、同著『企業
戦略論』（２００３）,Ｊ・Ｂ・Ｂａｒｎｅｙを参照されたい。 

自社の保有する

強み（知的資産）

について、網羅

的かつ簡潔に記

載。 

⑥人材力

（経営者能力）

④販売力

②仕入・調達力

⑤組織力

⑦・・・・力

③製造力

①企画・技術力

裏づけとなる

指標

弱み

（Ｗ）

強み

（Ｓ）
能力

⑥人材力

（経営者能力）

④販売力

②仕入・調達力

⑤組織力

⑦・・・・力

③製造力

①企画・技術力

裏づけとなる

指標

弱み

（Ｗ）

強み

（Ｓ）
能力

【運営能力の整理シート例】

①Ｖ：Ｖａｌｕｅ（経済価値）

自社の経営資源は外部環境に対し適応することが可能か？

②Ｒ＝Ｒａｒｉｔｙ（稀少性）

自社と同様の経営資源を持つ企業は他にいるのか？

③Ｉ＝Ｉｍｉｔａｂｉｌｉｔｙ（模倣困難性）

自社と同様の経営資源を獲得、開発することは難しいのか？

④Ｏ＝Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ（組織）

自社の経営資源を活用する為の組織体制は整備されているのか？

【ＶＲＩＯフレームワークとは：企業が保有する経営資源に対する４つの質問】

Ｊ・Ｂ・バーニー『企業戦略論【上】』（２００３）,ｐ２５０を参考に作成。

記載した強みに

ついて、客観性

を持たせる指標

や写真、図など

を掲載。（指標と

の因果関係も検

証） 

「事業概要」で

記載した当社事

業の特長や、「こ

れまでの事業展

開」で記載した

成果（非財務）

との整合性（重

複記載）をチェ

ック。 

 

《自社の強み（蓄積された知的資産）シート》 

 

これまでの事業展開において、弊社には下記の知的資産が蓄積されています。 

 

①〔           〕という強み（知的資産） 

 

 

 

 

 

 

 

この〔        〕という強み（知的資産）は以下の指標に表れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②〔           〕という強み（知的資産など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

この〔        〕という強み（知的資産）は以下の指標に表れています。 

 

 

 

 

 

 

 

（知的資産：知的資産の概要や蓄積したプロセス、どのような機能で活用している

かを記載） 

（知的資産指標：裏づけとなる指標や図を記載。指標が無い場合は文章で効果など

を説明） 

（知的資産：知的資産の概要や蓄積したプロセス、どのような機能で活用している

かを記載） 

（知的資産指標：裏づけとなる指標や図を記載。指標が無い場合は文章で効果など

を説明） 

知的財産（権）

が重要な差別化

要因になる企業

の場合は、その

特長も含め詳細

に記述すること

が効果的。 
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５． これからの事業展開（現在～将来） 

これからの事業展開シートは、今後の展開（事業計画）を策定すると同時に、コミュニ

ケーションツールとして、ステークホルダーと将来の方針とし

て何を共有しておきたいか（どんな役割を担って欲しいか）を

伝えることが目的である。 

 

当シートは経営環境（「内部環境」、「外部環境」）を踏まえた

上で、諸環境を考慮した「経営方針・戦略」と「事業計画（利

益、キャッシュフローなどの数値目標）」を記載する構造にな

っている。 

また自社の強みシートで用いた指標を始めとした管理指標

を設定すると、数値によって方針、戦略、事業計画を定期的に

モニタリングできるようになるため、社内の管理が効率的にな

る上、ステークホルダーが分りやすい情報を伝えることができ

るようになる。 

 

 事業展開を開示するに当たり重要なポイントはその実現可能性である。支援者は作成支

援、検証支援を通じて、以下のポイントを留意したい。 

 ①内部・外部環境を踏まえた事業展開になっているか。 

 ②現在まで蓄積してきた知的資産が有効に活用できる事業展開になっているか。 

 ③リスクへの対応策が考慮された事業展開になっているか。         など 

 

 （なおここで述べるリスクとは、顕在化された｢脅威｣だけでなく、現在では想定できな

い不確実性を含んだリスクに対応しうる柔軟な組織体制の構築なども含んだものである。） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【価値創造のストーリー構成（現在～将来）】

事業計画
（目標利益・キャッシュフロー）

蓄積された
知的資産
保有している
課題など

想定される今
後の事業環境

（機会/脅威）

経営方針・戦略

（具体的な数値目標）

（経営環境を考慮した）

内部環境 外部環境

進捗管理のための指標

経
営
環
境

方
針
・
戦
略
・
計
画

 

《現在～将来（これからの事業展開）シート》 

 

わが社では、蓄積してきた知的資産（強み）を有効活用すべく、 

（２－Ｑ１：今後の戦略）今後（  ）年間、以下の戦略を実行していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

（２－Ｑ２：今後の施策）上記戦略を具現化するために、以下の施策を講じます。 

 

 

 

 

 

 

 

（３－Ｑ１:投資計画）より戦略を効果的に推進する為に、新たな知的資産の獲得（Ｑ４）

も含め、以下の取り組みと投資を計画しています。 

 

 

 

 

 

 

 

（４－Ｑ１：事業計画）その結果、以下の計画数値を見込んでいます。 

 

 １年後 

（Ｈ  年 月期） 

２年後 

（Ｈ  年 月期） 

３年後 

（Ｈ  年 月期） 

① 売上高    

②経常利益    

③ ②÷①（％）    

④ 総資産    

⑤ 純資産    

⑥ ⑤÷⑥（％）    

① 

② 

③ 

④ 

① 

② 

③ 

④ 

① 

② 

③ 

④ 

蓄積された知的

資産を考慮した

戦略・方針を策

定、記載。   

またその戦略、

方針を具現化す

るための実行策

としての施策及

び投資を記載。

（それぞれの整

合性を確認） 

強みの強化だけ

ではなく、弱み

を補完する為の

新たな知的資産

の創造、獲得の

施策を、投資計

画と共に具体的

に記載。 

金融機関や投資

家など資金調達

関連のステーク

ホルダーに対し

ては、別途詳細

な事業計画が必

要。 
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「中小企業のための知的資産経営マニュアル」 
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